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 安倍内閣はデフレ脱却・経済再生を重要な政策課題としている。2018 年 6 月 15 日に閣議決




















も、民業補完の観点からの見直しが行われた。その結果、2018 年度予算の財投計画は 14.5 兆
                                                     
1 本稿は、藤井亮二「転換期を迎えた財政投融資の役割」、参議院事務局企画調整室編集・発行『立法と調
査』第 400 号（2018 年 5 月号）を基に加筆修正したものである。 
2 財務省理財局「財政投融資リポート 2016」等参照 
－ 64 － 
円と、ピーク時の約 3 分の 1 にまで縮小している。高度経済成長期は一般会計予算の約半分の
規模に迫り、ピーク時には 6 割程度まで拡大して「第二の予算」3 と呼ばれた財投であるが、現
在では 14.8％にとどまっている（図 1）。 
 
図 1 財政投融資計画（当初）と一般会計当初予算の推移 
 







まりの動きが見られる。きっかけは、2008 年 9 月に発生したリーマン・ショック等の経済・金





                                                     
3 遠藤湘吉『財政投融資』（岩波新書、昭和 41 年）181 頁 












































































































































































































































































広がり、翌 2008 年 9 月のリーマン・ブラザーズの破産申請を契機として、金融システム全体を
揺るがす世界的規模の危機（リーマン・ショック）へ拡大した。我が国の実体経済・金融資本
市場にも影響を与え、鉱工業生産の減少、金融機関の貸出態度の変化による企業の資金繰りの
悪化など、「100 年に一度」5 と称されるほどの混乱が生じた。 
 急速に悪化する我が国経済を下支えするために政府は、「安心実現のための緊急総合対策」
（2008 年 8 月）、「生活対策」（2008 年 10 月）、「生活防衛のための緊急対策」（2008 年 12 月）
及び「経済危機対策」（2009 年 4 月）の 4 つの経済対策を策定し、2008 年度第 1 次補正予算、
同第 2 次補正予算、2009 年度予算及び同第 1 次補正予算を編成した（表 1）。 










 続く 2009 年度一般会計予算 88.5 兆円は、世界的な経済金融危機の中での「生活防衛のため
の大胆な実行予算」7 として編成された。財投計画も企業の資金繰り対策等に必要な資金需要に
対応するために 15 兆 8,632 億円と、対前年度当初比 14.4％増の大幅な増額となって、1999 年
                                                     




7 衆議院財務金融委員会における中川昭一財務大臣兼金融担当大臣の所信（第 171 回国会衆議院財務金融
委員会議録第 3 号 3 頁（2009 年 2 月 12 日）） 
－ 66 － 
度以来 10 年ぶりに当初ベースでプラスとなった。2009 年度予算成立後も輸出や生産の減少、
雇用情勢の悪化が続き、追加の対応が必要となる中、「経済危機対策」が策定されて 2009 年度







表 1 補正予算等による財政投融資計画 
































中小企業者向け 6,000億円 4,182億円 
国際協力銀行 日本企業の海外事業の貸付拡充 3,300億円 3,000億円 
危機対応円滑化 中堅企業等へのツーステップ・ローン 29,340億円 9,340億円 
（独） 石油天然ガス・ 
金属鉱物資源機構 
レアメタル・鉄鉱石等の深鉱開発支援 180億円 180億円 
財投追加計 （上記以外も含む） 24,068億円 
      
  







中小企業者向け 25,251億円 15,303億円 
国際協力銀行 出融資規模の拡充 12,500億円 9,434億円 
危機対応円滑化 中堅・大企業の資金量確保 30,000億円 10,000億円 
地方公共団体 円滑な資金調達への配慮   39,340億円 
財投計画計 （上記以外も含む） 158,632億円 













中小企業者向け 15,000億円 1,000億円 




























同公庫への財投は 5 兆 7,487 億円と対前年度当初比 32.7％減、財投全体では 14 兆 9,059 億円と
同 18.8％減となった。しかし、2011 年度予算の審議期間中に発災した東日本大震災により、改
めて財投の重要性がクローズアップされた。 
 東日本大震災復興基本法（平成 23 年法律第 76 号）は「東日本大震災からの復興のための資
金の確保に努める」として、「財政投融資に係る資金及び民間の資金の積極的な活用を図ること」
を規定している（同法第 7 条）。震災復興に国全体として取り組む方針の下、被災地の復旧・復
興に必要となる資金需要に対応し、2011 年度第 1 次補正及び第 3 次補正において、震災復興対
応分として総額 5兆 6,541億円の財投計画の追加が行われた11。更に 2012年度予算においては、






資金需要への対応など、2011 年度補正（第 1 次及び第 3 次）と 2012 年度当初計画によって合
計 7.8 兆円程度の財投による金融支援関連施策も実施された。 
 地方公共団体に対しては、公営住宅建設等の復旧・復興事業、緊急性の高い学校の耐震化事
                                                     
8 財務省理財局「財政投融資リポート 2010」28 頁 
9 財務省理財局財政投融資総括課「リーマン・ショック後の経済金融危機における財政投融資の対応レポート」
（2011 年 6 月）31 頁、33 頁、56 頁 
10 中里透「第 4 章 金融危機と政策金融：金融危機対応業務のあり方に関する論点整理」金融調査研究会
第 2 研究グループ報告書『財政制約下の公的金融・民間金融の役割分担と社会資本整備における民間資金
等の活用』（2013 年 9 月）71 頁<https://www.zenginkyo.or.jp/fileadmin/res/news/news250920_5.pdf>（以下、
ＵＲＬの最終アクセスの日付はいずれも 2018 年 10 月 12 日）。ただし、信用リスク問題や政策金融につい
て貸付残高の縮減を図る改革の経緯を踏まえた今後の対応の在り方についての検討が必要としている。 
11 2011 年度第 2 次補正予算（2011 年 7 月 25 日成立）は一般会計歳出の追加（原子力損害賠償法等関係経
費等）と特別会計（交付税及び譲与税配付金特別会計等）に係る補正であり、財投の追加は行われなかっ
た。 
－ 68 － 
業等のための資金供給を行った。住宅金融支援機構が被災住宅の再建に必要な貸付を拡充する
ための資金、福祉医療機構が被災した特別養護老人ホームや病院、診療所などを復旧するため
に必要な貸付資金も確保した。なお、2011 年度中に 4 回の補正予算編成による 5 兆 6,641 億円
の財投追加が行われたが、そのうち 5 兆 6,541 億円は第 1 次補正及び第 3 次補正による東日本
大震災への対応である12。 
 




計画 第 1次 第 3次 計 
企業等金融支援関連 29,978 13,250 43,228 34,517 
  株式会社日本政策金融公庫 28,978 12,050 41,028 32,517 
    （国民一般向け業務） 1,150 2,500 3,650 9,500 
    （中小企業者向け業務） 4,000 3,050 7,050 9,500 
    （農林水産業者向け業務） 328 － 328 517 
    （危機対応円滑化業務） 23,500 6,500 30,000 13,000 
  株式会社日本政策投資銀行 1,000 1,200 2,200 2,000 
地方公共団体 9,100 － 9,100 2,682 
その他 4,142 71 4,213 4,055 
  独立行政法人住宅金融支援機構 1,800 － 1,800 2,700 
  独立行政法人福祉医療機構 1,700 64 1,764 846 
  日本私立学校振興・共済事業団 441 － 441 240 
  独立行政法人都市再生機構 － － － 144 
  エネルギー対策特別会計 200 － 200 100 
  食料安定供給特別会計 1 4 5 15 
  独立行政法人水資源機構 － 3 3 10 




                                                     
12 2011 年度第 2 次及び第 4 次補正では財投の追加はなかった。4 回の補正のうち、震災復興対応以外は同
第 3 次補正において円高対応のために産業革新機構に 100 億円が追加されただけである。 
－ 69 － 
 補正による追加の結果、2011 年度財投の最終計画（20 兆 5,700 億円）は当初計画（14 兆 9,059


























                                                     
13 内閣府「平成 23 年度年次経済財政報告」（2011.7）5 頁 
14 財政制度等審議会財政投融資分科会「財政投融資を巡る課題と今後の在り方について」（2014 年 6 月 17
日）5 頁 
15 財務省理財局「財政投融資リポート 2014」2 頁には「平時への移行時においては･･･公的金融機能が担う
べき事業範囲・事業分野に縮小します。」と、財投の役割は最低限必要な範囲内にとどめる考えが示され
ている。 
16 第 183 回国会参議院本会議録第 1 号 3 頁（2013 年 1 月 28 日） 
－ 70 － 
第二の矢に関して言えば、アベノミクスが機動的な財政政策を打ち出したことから、時宜に
かなった補正予算の編成により財投計画の追加が行いやすくなった。2012 年度補正予算と 2013




が発足した 2012 年 12 月 26 日、日本経済再生本部が設置され、後日、その下に産業競争力会議
（2013 年 1 月 8 日、日本経済再生本部決定）が置かれる。その後、同会議と未来投資に向けた













た側面もある（図 2 参照）。 
まず、財政の状況である。国の歳出は一貫して拡大する一方、税収はバブル経済崩壊以降伸
び悩み、その差を毎年 30 兆円超の国債発行で賄ってきた。こうした状況の中で政府は、基本方
針 2018 において「2025 年度の国・地方を合わせたＰＢ黒字化」と「債務残高対ＧＤＰ比の安
定的な引下げ」という目標を掲げている。しかし、内閣府が経済財政諮問会議に提出した「中




に上昇していき、2020 年代前半に実質 2％、名目 3％以上の経済成長を実現する」としている
                                                     
17 首相官邸ホームページ<https://www.kantei.go.jp/jp/headline/seichosenryaku/sanbonnoya.html> 
－ 71 － 
ことから、実際には基本方針 2018 に掲げた財政再建目標の達成は困難であると思われる。国際
的に比較すると、一般政府（中央政府、地方政府及び社会保障基金）債務残高の対名目ＧＤＰ
















に引き下げられ、翌 99 年 2 月にはいわゆる「ゼロ金利政策」が導入されて、無担保コールレー
ト（オーバーナイト物）の加重平均値が 0.08％と史上最低水準まで低下した。その後も、2001
年 3 月には金利に代わってマネタリーベース拡大を目標とする量的緩和政策が、2010 年 10 月
                                                     
18 ＯＥＣＤ「Economic Outlook No.102」（2017.11）Volume 2017 Issue 2, 183 頁等による 2019 年見通し。 
19 井堀利宏編（2004）『日本の財政赤字』岩波書店、79 頁 
20 財務省理財局「財政投融資リポート 2017」77 頁 










年 1 月、政府と日本銀行は共同声明を発し、4 月には「量的・質的金融緩和政策」を開始し、
さらに、2016 年 1 月には金融機関が保有する日本銀行当座預金残高の一部にマイナス金利を付
与する「マイナス金利付き量的・質的金融緩和」を策定した。そのため、2013 年 4 月の量的・
質的金融緩和の実施以降、長期金利は当時の 0.7％程度から徐々に低下し、2016 年 2 月には初
めてマイナス金利を付け、最近も金利がゼロ近傍に張り付いている。10 年国債の金利は財投改




 経済情勢については、2012 年 12 月を谷とする我が国の今回の景気回復は、好調な世界経済
を背景として 2019 年 1 月には戦後最長に達すると見込まれている。2013 年半ばからの企業景
況感も好調で、業況判断指数や設備投資計画額もプラス傾向が続いている（日本銀行「全国企
業短期経済観測調査」）。また、企業の内部留保に相当する利益剰余金（金融業、保険業を除く












アベノミクスが実施される直前の公共事業関係費は 4 兆 5,734 億円（2012 年度予算）と、ピー
ク時の半分以下の水準となっていた。いわば、公共事業の縮減疲れが溜まっていた中で、東日
本大震災からの復興や社会インフラの老朽化対策、防災・減災対策に取り組む必要が認識され
                                                     
22 『産経新聞』（2015 年 11 月 17 日） 
－ 73 － 
るようになり、その方向性は公共事業拡大、社会資本整備の充実も含んだ経済再生を目指すア
ベノミクスと軌を一にしたと言える23。2013 年度の一般会計・公共事業関係費は対前年度当初






















                                                     
23 2009 年から 3 年間、内閣府参与を務めた湯浅誠氏（現在、法政大学現代福祉学部教授）は、長引くデフ
レと低成長、グローバル競争による「国民の疲れ」がピークに達していた時期に、日本銀行の金融緩和と
公共事業拡大というアベノミクスの考えが適合したと指摘している（『週刊東洋経済』2013.6.29 号 69 頁）。 
24 内閣府『平成 25 年度 年次経済財政報告』（337 頁～394 頁）は、道路、港湾、空港等の社会インフラ整
備は、必要となる内容、質、量も変化していくなどの課題を抱えながらも今後、供給の充実が必要との認
識を示している。 
25 国土技術研究センター国土政策研究所「社会資本に関するインターネット調査報告書」（2017 年 11 月）
によると、2017 年度予算と 20 年前の予算の実態を示してヒアリングしたところ、今後の公共事業予算に関
して「増やしていくべき」7.4％＋「増やさざるを得ない」33.9％の小計が 41.3％、「2017 年度程度とすべ
き」が 34.3％と、合わせて 75.6％が公共事業関係予算の増加を容認している。一方、「減らしていくべき」
と「減らさざるを得ない」との計は 24.4％となっている（同報告書 167 頁）。 
26 川村雄介監修・著（2015）『官民ファンド活用ガイド』一般社団法人金融財政事情研究会、3 頁 
























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































－ 75 － 

















表 4 財投を活用して設置された主な官民ファンド等 
  新設の官民ファンド等 財政投融資 
2012年度補正 
海外展開支援出資ファシリティ （国際協力銀行） 創設 産業投資 690億円 
競争力強化支援ファンド （日本政策投資銀行） 創設 産業投資 1,000億円 
2013年度当初 
株式会社海外需要開拓支援機構 設立 産業投資 500億円 
株式会社民間資金等活用事業推進機構 設立 産業投資 100億円、 政府保証 2,300億円 
2014年度当初 株式会社海外交通・都市開発事業支援機構 設立 産業投資 585億円、 政府保証 510億円 
2015年度当初 株式会社海外通信・放送・郵便事業支援機構 設立 産業投資 200億円 
（出所）財務省「財政投融資計画の説明」等より筆者作成 
 
                                                     
27 第 193 回国会参議院財政金融委員会会議録第 9 号 2 頁（2017.3.30） 
28 会計検査院「会計検査院法第 30 条の 2 の規定に基づく報告書『官民ファンドにおける業務運営の状況に
ついて』（2018 年 4 月）123 頁 
29 官民ファンドの活用推進に関する関係閣僚会議幹事会（第 5 回）（2015 年 12 月 2 日）における世耕内閣
官房副長官の発言。 
30 第 189 回国会参議院予算委員会会議録第 7 号 28 頁（2015 年 3 月 17 日） 
－ 76 － 



























                                                     
31 財務省主計局「平成 24 年度補正予算（第 1 号、特第 1 号及び機第 1 号）等の説明」（2013 年 1 月）51 頁 
32 ファシリティは出融資保証の事業管理上の整理した概念であり、新たな勘定や基金を設置するものでは
ない。 
33 財務省「平成 25 年度財政投融資計画の説明」1 頁 
34 民間事業者が利用料金を徴収し、これを自らの収入として公共施設等の整備・運営を実施する事業。 
35 第 183 回国会衆議院会議録第 25 号 11 頁（2013 年 5 月 17 日） 





4 月）は、14 の官民ファンドのうち、業務開始から 2016 年度末までの支援案件の損益について
6 つの官民ファンドが損失を抱え39、資本金等に対する実支援額の割合が 50％以下のファンド














は「財政投融資に関する基本問題検討会」を開いて 2008 年 6 月、「今後の財政投融資の在り方
について」をまとめた。 
 その後、更に 5 年以上が経過する中、リーマン・ショック後の経済・金融危機や東日本大震
災への対応を踏まえた上で、財投を巡る変化に対応していく指針として、財政制度等審議会財
政投融資分科会は報告書「財政投融資を巡る課題と今後の在り方について」（2014 年 6 月）を
まとめた。2014 年 2 月から 6 回にわたって開催された同分科会の結果としてまとめられた報告
                                                     
36 財政制度等審議会財政投融資分科会（2014 年 4 月 7 日）における分科会専門委員の意見。 
37 財政制度等審議会財政投融資分科会（2013 年 6 月 19 日）における分科会委員の意見。 
38 財政制度等審議会財政投融資分科会（2017 年 11 月 8 日）における分科会委員の指摘。 
39 会計検査院「会計検査院法第 30 条の 2 の規定に基づく報告書『官民ファンドにおける業務運営の状況に
ついて』（2018 年 4 月）図表 3-9 
40 会計検査院「会計検査院法第 30 条の 2 の規定に基づく報告書『官民ファンドにおける業務運営の状況に
ついて』（2018 年 4 月）図表 1-6。例えば、株式会社農林漁業成長産業化支援機構は 319 億円（財投出資 300
億円、民間出資等 19 億円）の資本金等に対して、実支援額（投資額）は 20.5％の 66 億円にとどまってい
る。 



























 2016 年 6 月 1 日に通常国会が閉会し、同年 7 月 10 日には第 24 回参議院議員通常選挙が執行
された。同選挙は鳥取県選挙区と島根県選挙区の合区、徳島県選挙区と高知県選挙区の合区や
宮城県選挙区の改選数の 1 減等の大幅な定数格差是正に取り組むほか、選挙権年齢を満 18 歳以
上に引き下げて行う初めての国政選挙であり、各政党が従来以上に力を注いだ選挙となった。 
 安倍内閣総理大臣は通常国会が閉会した 6 月 1 日の記者会見で、リニア中央新幹線の大阪へ
                                                     
41 「財政投融資を巡る課題と今後の在り方について」、財務省広報誌『ファイナンス』（2014.8）23 頁 
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図 3 リニア中央新幹線に係る財政投融資の融資スキーム 
 
（出所）国土交通省「財政制度等審議会財政投融資分科会説明資料」（2016 年 11 月 11 日） 
 
同経済対策を受けて編成された 2016 年度第 2 次補正予算の財投計画では、ＪＲ東海に対して
鉄道建設・運輸施設整備支援機構を通じて 1.5 兆円の財投の低利融資を行うこととされ、2017
年度予算においても更に 1.5 兆円の融資（皆増）を行い、補正予算による財投計画の追加と合
わせて 3 兆円の財投資金を貸し付けることとなった（図 3）。 
ＪＲ東海は当初、東京・名古屋間の工事 5.5 兆円について自己資金 2.5 兆円、民間借入 3 兆
円で賄う予定であったが、民間借入分 3 兆円を財投が肩代わりして長期・固定・低利43 という
「ある意味破格の条件でもある融資」44 を受けることとなった。そのために、ＪＲ東海にとって
8 年間の「経営体力回復期間」45 を置く必要がなくなり、全線開業（東京・大阪間）は 2045 年
                                                     
42 「経済財政運営と改革の基本方針 2016」19 頁の注 54 
43 貸付利率は国債の利回りを基準として財務大臣が毎月定める利率、償還期限は 40 年以内（うち据置 30
年以内）（「平成 28 年度の財政融資資金の融通条件」、「平成 29 年度の財政融資資金の融通条件」）。 
44 財政制度等審議会財政投融資分科会（2016 年 11 月 11 日）における分科会委員の指摘。 
45 ＪＲ東海は長期債務残高を 5 兆円以下に抑える経営方針があり、当初は 8 年間の「経営体力回復期間」
を置くと名古屋開業時及び大阪開業時に長期債務残高が 5 兆円を下回ると見込んでいた。しかし、財投の
長期・固定・低利の融資を受けることにより、8 年の期間を置かなくとも問題はないとの経営判断が行われ
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われず、2018 年 3 月末時点でも 2.8 兆円が積み上がったままであることは指摘したい。 
「未来への投資を実現する経済対策」に盛り込まれた整備新幹線の建設の加速化についても、
2016 年度第 2 次補正予算において鉄道建設・運輸施設整備支援機構に対して 8,279 億円が追加
された。鉄道建設・運輸施設整備支援機構の整備新幹線に係る建設資金に財投の低利融資を活
用することによって金利負担を縮減し、整備新幹線の整備加速化を図ろうとするものである。




も関わらず、建設コストが九州新幹線（武雄温泉－長崎間）で約 5,000 億円から約 1,200 億円
増えて約 6,200 億円に、また、北陸新幹線（金沢－敦賀間）で約 11,860 億円から約 2,260 億円






                                                     
46 交通政策審議会陸上交通分科会鉄道部会中央新幹線小委員会「中央新幹線の営業主体及び建設主体の指
名並びに整備計画の決定について」（2011 年 5 月 12 日）7～8 頁 
47 『日本経済新聞』（2016 年 6 月 3 日） 
48 財政制度等審議会財政投融資分科会（2016 年 8 月 18 日～8 月 23 日の持ち回り審議。2016 年 11 月 11 日
議事録） 
49 財政制度等審議会「『経済・財政再生計画』の着実な実施に向けた建議」（2017 年 5 月 25 日）29～30 頁 
50 『読売新聞』（2018 年 8 月 28 日） 
51 『日本経済新聞』（2018 年 8 月 31 日） 
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無駄な事業が歯止めもなく進んでいくことになりかねない。 





第二次安倍内閣では経済再生に重点を置く政策が展開された。2013 年 3 月には経協インフラ
戦略会議52 を設置して、日本企業によるインフラ・システムの海外展開などの支援について検
討を始め、「インフラ輸出戦略」（2013 年 5 月）や「質の高いインフラ輸出拡大イニシアティブ」
（2016 年 5 月）53 を取りまとめて、世界全体に対するインフラ案件向けリスクマネーの供給拡
大や海外に対する民間企業の投融資を奨励した。「日本再興戦略 2016－第 4 次産業革命に向け





れている。国際協力銀行に対しては、2016 年度第 2 次補正予算に続いて 2017 年度予算でも財
                                                     
52 議長は内閣官房長官。構成員は副総理兼財務大臣、総務大臣、外務大臣、経済産業大臣、国土交通大臣、
経済再生担当大臣兼内閣府特命担当大臣（経済財政政策）。 
53 世界全体のインフラ案件向けに、5 年間の目標として約 2,000 億ドルの資金等を供給する方針を明らかに
している。 
 

















2015 34,476  3,743  10,357  7,731  609  9,390  7,421  39,066  13,778  19,643  146,215  
2016 31,819  2,897  10,593  8,109  619  8,643  6,213  31,145  20,001  14,772  134,811  
2017 29,691  3,130  9,386  6,699  616  8,222  5,407  51,150  24,550  12,432  151,282  
2018 29,121  5,726  9,429  6,265  607  9,191  4,610  47,606  20,034  12,042  144,631  
















2015 23.6% 2.6% 7.1% 5.3% 0.4% 6.4% 5.1% 26.7% 9.4% 13.4% 100.0% 
2016 23.6% 2.1% 7.9% 6.0% 0.5% 6.4% 4.6% 23.1% 14.8% 11.0% 100.0% 
2017 19.6% 2.1% 6.2% 4.4% 0.4% 5.4% 3.6% 33.8% 16.2% 8.2% 100.0% 
2018 20.1% 4.0% 6.5% 4.3% 0.4% 6.4% 3.2% 32.9% 13.9% 8.3% 100.0% 
（注）2015 年度より使途別分類表の見直しが行われている。 
（出所）財務省「予算及び財政投融資の説明（各年度版）」より作成。 
－ 82 － 
投 16,660 億円（対前年度当初計画比 3,660 億円増）と自己資金等 9,440 億円（同 1,840 億円増）
が計画された。 
 その結果、2017 年度予算の財投計画（当初予算ベース）は 4 年ぶりに増加に転じ、使途別分
類による「海外投融資等」の規模は 24,550 億円と前年度（20,001 億円）より 22.7％増加して、
財投計画に占める割合も 14.8％から 16.2％へと 1.4％ポイント拡大した（表 5）。 
 
ウ 圏央道等の整備 




生産性革命については、11 月 16 日の経済財政諮問会議での生産性の向上が必要であること
や生産性革命実現に向けた方策に関する議論を経て、国土交通省から財務省に対して日本高速
道路保有・債務返済機構に対する 1.5 兆円財政融資の追加要求が行われ、12 月 8 日に財政制度
等審議会・財投分科会が急遽開催されることとなった。日本高速道路保有・債務返済機構に対
する 1.5 兆円の追加は、新たな案件として単独で提起され、財投分科会における審議も 30 分程
で終了して、2018 年度予算の財投計画に盛り込まれた。わずかな時間で 1.5 兆円規模の新規案
件が適切か否かについて十分な検討がなされたのか疑問が残る。 
                                                     
54 『朝日新聞』（2017 年 11 月 3 日） 
 
図 4 低金利を活用した高速道路整備の加速 
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55 貸付利率は国債の利回りを基準として財務大臣が毎月定める利率、償還期限は 40 年以内（30 年以内の
据置期間を含む。）（「平成 30 年度の財政融資資金の融通条件」）。 
56 国土交通省ホームページ大臣会見要旨<http://www.mlit.go.jp/report/interview/daijin171201.html> 
57 『毎日新聞』（2017 年 12 月 2 日） 






























                                                     
58 「平成 30 年度経済財政白書」公表時の茂木内閣府特命担当大臣による記者会見（平成 30 年 8 月 3 日）
より。内閣府ホームページ大臣会見要旨<http://www.cao.go.jp/minister/1711_t_motegi/kaiken/2018/0803 
kaiken.html>。 
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